
報告資料４−２ 

令和９年度以降の全国知事会の分担金について 

【概要】 

都道府県からの分担金については、国勢調査の結果を踏まえ５年ごとに改定し

ている。 

令和７年国勢調査の結果公表に伴い、新たな分担金額について令和９年度から

適用する予定。 

（R８年度までの算出方法） 

〇５年に１回の国勢調査結果を基に、人口割と均等割で算出 

均等割＝都道府県あたり 8,000 千円 

人口割＝単価（1.23082 円）
注

×各都道府県人口（千円未満四捨五入） 

（注）人口増加率の最も高い都道府県の分担金が増加しないように単価を設定 

〇分担金総額が減額する場合は３か年の激変緩和を行う 

〇平成 18 年度から現在まで上記算出額から 10％縮減を継続中 

 

【課題】 

①人口増加率の最も高い都道府県の分担金が増加しないように単価設定をしてい

るため国勢調査に基づく改定のたびに分担金が減額となる仕組みになっている分

担金算出方法のあり方について 

②平成 18 年度から 20 年間実施している 10％縮減について 

③昨今の人件費や物価上昇に伴う支出増への対応について 

 

【今後の検討】 

上記課題の見直しを念頭に全国知事会分担金のあり方について検討するため、理

事会の下に幹事会を設置し、R8 年 11 月の全国知事会議までに結論を得るよう検

討を進めていきたい。 

 

（検討体制） 

理事会（正副会長及び理事）構成県の部長級を構成員として幹事会を設置する。 

 

（検討スケジュール） 

R8. 7 7/15 理事会で設置を提案、幹事会設置 

R8. 8  

R8. 9 R7 国勢調査確定値公表予定 

R8.10  

R8.11 対応案について理事会に提案。決定後、全国知事会議に報告 

⇒全都道府県へ R9 年度以降の分担金額について通知 

幹事会で対応案を検討   


